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議案第７３号 

 

令和８年度総社市下水道事業会計補正予算（第２号） 

 

（総則） 

第１条 令和８年度総社市下水道事業会計の補正予算（第２号）は，次に定めるところ

による。 

 

（業務の予定量の補正） 

第２条 予算第２条に定めた業務の予定量を次のとおり補正する。 

 

（項目）     （既決予定量）   （補正予定量）   （計） 

（４）主要な建設改良事業 

管渠整備事業     471,780千円    15,000千円    486,780千円 

 

（資本的収入及び支出の補正） 

第３条 予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科目）      （既決予定額）  （補正予定額）   （計） 

収                入 

第１款  資 本 的 収 入  1,647,430千円     15,000千円  1,662,430千円 

  第12項 補 償 金      0千円    15,000千円      15,000千円 

 

支                出 

第１款  資 本 的 支 出  2,216,600千円     15,000千円  2,231,600千円 

第１項 建 設 改 良 費  1,224,680千円     15,000千円  1,239,680千円 

 

 

  令和８年９月１日提出 

 

                総社市長 片 岡 聡 一 
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付     属     説     明     書

令和８年度　総社市下水道事業会計 補正予算（第２号）
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（収入） （単位　千円)

 既決予定額  補正予定額  計 備　考

1 資 本 的 収 入       1,647,430 15,000       1,662,430

12 補 償 金 0 15,000            15,000

1 補 償 金 0 15,000            15,000

（支出） （単位　千円)

 既決予定額  補正予定額  計 備　考

1 資 本 的 支 出       2,216,600 15,000       2,231,600

1 建 設 改 良 費       1,224,680 15,000       1,239,680

1 管 渠 整 備 費          471,780 15,000          486,780

項 目

款 項 目

令和８年度　総社市下水道事業会計 補正予算（第２号）実施計画

資本的収入及び支出

款
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（単位　千円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

固定資産除却費 4,500

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4,830

賞与等引当金の増減額（△は減少） 258

長期前受金戻入額

その他特別利益

受取利息

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

その他流動負債の増減額（△は減少）

小計

利息の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

一般会計からの繰入金による収入

基金の積立による支出

基金の取崩しによる収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

一般会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高 876,964

△ 971,200

113,517

△ 677,772

997,300

309,583

414,754

220,358

△ 1,200

87,417

567,381

133,502

974,320

1,998

39,100

△ 163,467

△ 857,379

△ 121,340

60,000

令和８年度  総社市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
  （令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）

△ 574

478,875

359,533

△ 1,998

119,400

△ 56,801

△ 59,890
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（資本的収入）

款・項 目 節  既決予定額  補正予定額  計 説　明

1 資 本 的 収 入    1,647,430 15,000    1,662,430

12 補 償 金 0 15,000        15,000

1 補 償 金 0 15,000        15,000

1 補 償 金 0 15,000        15,000

（資本的支出）

款・項 目 節  既決予定額  補正予定額  計 説　明

1 資 本 的 支 出    2,216,600 15,000    2,231,600

1 建 設 改 良 費    1,224,680 15,000    1,239,680

1 管 渠 整 備 費       471,780 15,000       486,780

11 委 託 料 21,000 15,000        36,000

（単位　千円)

令和８年度　総社市下水道事業会計 補正予算（第２号）説明書

（単位　千円)
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(単位    千円）

1  営　　業　　収　　益

（１） 下 水 道 使 用 料 764,092

（２） 他 会 計 負 担 金 62,108

（５） そ の 他 営 業 収 益 292 826,492

2  営　　業　　費　　用

（１） 管 渠 費 106,887

（２） ポ ン プ 場 費 39,811

（３） 処 理 場 費 508,128

（５） 総 係 費 95,176

（６） 減 価 償 却 費 974,320

（７） 資 産 減 耗 費 4,500 1,728,822

営 業 損 失 902,330

3  営　　業　　外　　収　　益

（１） 受 取 利 息 1,998

（２） 他 会 計 負 担 金 17,517

（３） 他 会 計 補 助 金 400,261

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 677,772

（６） 雑 収 益 22 1,097,570

4  営　　業　　外　　費　　用

（１） 支 払 利 息 119,400

（３） 雑 支 出 728 120,128 977,442

経 常 利 益 75,112

5 特　　別　　利　　益

（３） そ の 他 特 別 利 益 59,890 59,890

6 特　　別　　損　　失

（５） そ の 他 特 別 損 失 1,500 1,500 58,390

当 年 度 純 利 益 133,502

その他未処分利益
剰 余 金 変 動 額

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 253,323

     令和８年度   総 社 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書
      （令和８年４月１日から 令和９年３月３１日まで）

119,821
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（単位    千円）

1 固 　  定 　  資   　産

（１）

イ 土 地 1,422,505

ロ 建 物 4,812,861

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,197,795 1,615,066

ハ 構 築 物 38,682,984

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,347,228 18,335,756

ニ 機 械 及 び 装 置 14,841,096

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,986,818 2,854,278

ホ 車 両 運 搬 具 4,325

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,877 1,448

ヘ 工具、器具及び備品 34,449

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,486 1,963

ト 建 設 仮 勘 定 932,997

25,164,013

25,113,052

（２）

イ 基 金 68,757

68,757

25,232,770

2 流     動     資     産

（１） 876,964

（２） 267,075

△ 32,790 234,285

1,111,249

26,344,019

現 金 預 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

未 収 金

有 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

 令和８年度    総社市下水道事業予定貸借対照表
  （令和９年３月３１日）

資　　　産　　　の　　　部
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（単位    千円）

3

（１） 7,854,023

（２） 100

7,854,123

4

（１） 962,388

（２） 802,762

（３） 3,066

（４） 49,217

（５） 2,613

（６）

イ 6,425

6,425

1,826,471

5

（１） 33,031,256

△ 21,161,006

11,870,250

21,550,844

6 3,117,348

7

（１）

イ 711,220

ロ 64

ハ 711,220

1,422,504

（２）

イ

253,323
253,323

1,675,827

4,793,175

26,344,019

資 本 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

剰      余      金

資 本 剰 余 金

国 庫 （ 県 ） 補 助 金

負 債 資 本 合 計

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 の 部

資      本      金

賞 与 等 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

引 当 金

企 業 債

そ の 他 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

未 払 費 用

前 受 金

預 り 金

固 定 負 債

負 債 の 部
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財務諸表等に係る注記 

 

1．重要な会計方針 

（１） 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

・減価償却の方法       定額法による。 

・主な耐用年数 

建物 ８年～５０年 

構築物 １０年～５０年 

機械及び装置 ６年～２０年 

車両運搬具 ４年 

工具、器具及び備品 ２年～１５年 

 

 （２）引当金の計上方法 

① 賞与等引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の

支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額等に基づき，当事業年度の負担に

属する額（12 月から 3 月までの 4 ヵ月分）を計上している。 

② 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，貸倒実績率等による回収不能見込額を計上

している。 

③ 退職給付引当金 

        退職手当は，一般会計がその全部を負担することになっているため，計上していない。 

 

 （３）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

2．予定貸借対照表関連 

 （１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して 1 年以内に

償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 1,766,068 千円である。 

 

3．セグメント情報 

 （１）報告セグメントの概要 

下水道事業会計は，公共下水道事業，特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水

事業を運営しており，各事業の運営方針等を決定していることから，報告セグメントを３つとし

ている。 

なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 



－11－ 

 

事業区分 事業の内容 

公 共下水道 事 業 公共下水道事業の処理区域における汚水及び雨水の処理 

特定環境保全 

公共下水道事業 
特定環境保全公共下水道事業の処理区域における汚水の処理 

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域における汚水の処理 

 

 （２）報告セグメントごとの営業収益等                            （単位：千円） 

項目 公共下水道事業 
特 定 環 境 保 全 

公共下水道事業 

農業集落 

排水事業 
合計 

営業収益 ７３５，１１２ １４，０９２ ７７，２８８ ８２６，４９２ 

営業費用 １，４１２，８３３ ４９，３８１ ２６６，６０８ １.７２８．８２２ 

営業損益 △６７７，７２１ △３５，２８９ △１８９，３２０ △９０２，３３０ 

経常損益 ５４，７９０ ２２，６０４ △２，２８２ ７５，１１２ 

資産 ２１，３２３，３１９ ８９３，７３３ ４，１２６，９６７ ２６，３４４，０１９ 

負債 １７，９０８，７６６ ６３０，２２６ ３，０１１，８５２ ２１，５５０，８４４ 

その他の項目     

他会計繰入金 ３９４，３３９ ３５，３２９ ５０，２１８ ４７９，８８６ 

減価償却費 

資産減耗費 

７９８，３４０ 

４，０００ 

２９,０２０ 

０ 

１４６，９６０ 

５００ 

９７４，３２０ 

４，５００ 

受取利息 １，９９８ ０ ０ １，９９８ 

支払利息 

特別利益 

特別損失 

１０３，７００ 

０ 

１，５００ 

６，０００ 

３８，３３０ 

０ 

９，７００ 

２１，５６０ 

０ 

１１９，４００ 

５９，８９０ 

１，５００ 

有形固定資産

の増減額 

５８９，９９０ △２９，０２１ △１４０，０９７ ４２０，８７２ 

 

4．その他の注記 

（１）引当金の取崩し額 

当事業年度において，職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生

する法定福利費を支出するため，賞与等引当金 6,164 千円を使用する見込みである。 


